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(注)  １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。                           

２ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。  

  

  
当第３四半期累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はあ
りません。 
 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第16期 

第３四半期累計期間
第17期 

第３四半期累計期間
第16期

会計期間
自  平成22年４月１日 
至  平成22年12月31日

自  平成23年４月１日 
至  平成23年12月31日

自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日

売上高 (百万円) 10,753 10,840 14,690

経常利益 (百万円) 1,467 1,620 2,342

四半期(当期)純利益 (百万円) 851 927 1,350

持分法を適用した 
場合の投資利益

(百万円) － － －

資本金 (百万円) 1,514 1,516 1,516

発行済株式総数 (株) 224,940 225,080 225,080

純資産額 (百万円) 8,210 9,085 8,711

総資産額 (百万円) 10,950 12,491 12,409

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額

(円) 3,869.44 4,212.02 6,132.82

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額

(円) 3,862.70 4,207.69 6,122.41

１株当たり配当額 (円) － － 2,500

自己資本比率 (％) 75.0 72.7 70.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,198 1,487 2,192

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 18 △245 △43

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △557 △565 △558

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(百万円) 4,851 6,458 5,782

回次
第16期 

第３四半期会計期間
第17期 

第３四半期会計期間

会計期間
自  平成22年10月１日 
至  平成22年12月31日

自  平成23年10月１日 
至  平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 2,072.55 2,233.61

２ 【事業の内容】
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当第３四半期累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項の

うち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記

載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものでありま

す。 

  

（１）業績の状況  

当第３四半期累計期間のわが国経済は、底堅い個人消費や、被災した設備の修復に伴う設備投資の

増加により底堅さがみられる反面、海外経済の減速や円高の影響などから、全体として回復の動きが

鈍化しています。  

 このような経済状況の下、当社は、民間企業、官公庁に福利厚生のアウトソーシングに関する提案

営業を積極的に推進しております。また、福利厚生サービスについて宿泊、スポーツ、育児、介護な

どのメニューを拡充し、優れたワークライフ・バランスを実現するよう努めております。 

加えて、企業顧客満足度向上のためのサービス「カスタマー・リレーションシップ・マネージメン

ト（ＣＲＭ）事業」において、企業の顧客から直接収入を得る「パーソナル事業」に注力すると共

に、報奨金等をポイント化して管理・運営する「インセンティブ事業」など新規事業の拡大にも取組

んで参りました。 

 こうした取組みの結果、当第３四半期累計期間の売上高は10,840百万円（前年同四半期累計期間比

0.8％増）、営業利益は1,620百万円（前年同四半期累計期間比11.1％増）、経常利益は1,620百万円

（前年同四半期累計期間比10.4％増）、四半期純利益は927百万円（前年同四半期累計期間比8.9％

増）となりました。 

  

また、当社の売上原価は、季節変動要因として第１四半期及び第２四半期にガイドブックや補助金

等の発生する割合が大きく、事業年度の第１四半期及び第２四半期の売上原価と第３四半期及び第４

四半期の売上原価との間に著しい相違があります。 

  

なお、当社は、主に国内における福利厚生代行サービスを中心に会員制サービス事業を展開してお

りますが、事業セグメントを集約した結果、報告すべきセグメントは会員制サービス事業のみである

ためセグメント情報の記載を省略しております。 

  

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（２）財政状態の分析 

当第３四半期会計期間末の総資産は、12,491百万円と前事業年度末に比し82百万円増加しました。 

 流動資産は、293百万円増加し9,265百万円となりました。主な増減要因は、現金及び預金の増加676

百万円、売掛金の減少131百万円、ガイドブック等たな卸資産の減少50百万円および前払費用の減少125

百万円によるものであります。 

 また、固定資産は、211百万円減少し3,226百万円となりました。主たる増減要因は、有形固定資産の

増加18百万円、減価償却による無形固定資産の減少223百万円によるものであります。 

当第３四半期会計期間末の負債は、前事業年度末に比し291百万円減少し3,406百万円となりました。 

 流動負債は、363百万円減少し3,178百万円となり、主たる減少要因は、ガイドブック制作費等買掛金

の減少432百万円によるものであります。 

 また、固定負債は、71百万円増加し228百万円となり、主たる増加要因は、ポイント引当金の増加36

百万円によるものであります。 

当第３四半期会計期間末の純資産は、前事業年度末に比し373百万円増加し9,085百万円となりまし

た。主たる増減要因は、当第３四半期累計期間における四半期純利益927百万円および配当金の支払550

百万円によるものであります。 

この結果、自己資本比率は、前事業年度末の70.2％から72.7％となりました。 

  

（３）キャッシュ・フローの状況の分析 

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前事業年

度末に比し676百万円増加し6,458百万円となりました。 

 当第３四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因を以下に記載します。 

  

営業活動によるキャッシュ・フローは、1,487百万円の増加（前年同四半期累計期間は1,198百万円の増

加）となりました。 

 資金増加の主な内訳は、税引前四半期純利益1,617百万円、減価償却費393百万円、売上債権の減少131

百万円等によるものであります。 

 資金減少の主な内訳は、仕入債務の減少432百万円、法人税等の支払1,027百万円があったこと等による

ものであります。 

  

投資活動によるキャッシュ・フローは、245百万円の減少（前年同四半期累計期間は18百万円の増加）

となりました。資金減少の主な内訳は、有形固定資産の取得37百万円、ソフトウエア等の無形固定資産の

取得171百万円によるものであります。 

  

財務活動によるキャッシュ・フローは、565百万円の減少（前年同四半期累計期間は557百万円の減少）

となりました。これは主に、配当金の支払550百万円があったこと等によるものであります。 

  

   ①資産

   ②負債  

   ③純資産  

 （営業活動によるキャッシュ・フロー）

 （投資活動によるキャッシュ・フロー）

 （財務活動によるキャッシュ・フロー）
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（４）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。 

  

（５）研究開発活動 

該当事項はありません。 
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(注)  提出日現在発行数には、平成24年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

 該当事項はありません。 

  

  

 該当事項はありません。 

  

  

 
  

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 700,000

計 700,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成23年12月31日)

提出日現在発行数(株) 
(平成24年２月10日)

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 225,080 225,080
東京証券取引所 
市場第二部

権利内容に何ら限定のな
い当社における標準とな
る株式であります。 
 なお当社は単元株制度
は採用しておりません。

計 225,080 225,080 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増減額 
(百万円)

資本金残高 
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 

(百万円)

平成23年12月31日 － 225,080 － 1,516 － 1,456
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当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による

記載をしております。 

 
  

 平成23年９月30日現在 

 
  

  

 該当事項はありません。 

  

  

(6) 【大株主の状況】

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式） 
普通株式 4,800

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 220,280 220,280 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 225,080 ― ―

総株主の議決権 ― 220,280 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数 
（株）

他人名義 
所有株式数 
（株）

所有株式数 
の合計 
（株）

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合（％）

（自己保有株式） 
株式会社ベネフィット・ワン

東京都渋谷区渋谷三丁目 
12番18号

4,800 ― 4,800 2.13

計 ― 4,800 ― 4,800 2.13

２ 【役員の状況】

- 7 -



 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、四半期財務諸表等規則第４条の２第３項により、四半期キャッシュ・フロー計算書を作成してお

ります。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成23年10月１日か

ら平成23年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成23年４月1日から平成23年12月31日まで)に係る四

半期財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。  

  

  

  

第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

２．監査証明について

３．四半期連結財務諸表について
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１ 【四半期財務諸表】
(1) 【四半期貸借対照表】

（単位：百万円）

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,579 6,255

受取手形及び売掛金 2,301 2,170

有価証券 202 203

たな卸資産 ※ 231 ※ 181

その他 668 468

貸倒引当金 △13 △13

流動資産合計 8,971 9,265

固定資産

有形固定資産 1,554 1,573

無形固定資産 1,051 828

投資その他の資産

その他 833 827

貸倒引当金 △0 △2

投資その他の資産合計 832 824

固定資産合計 3,438 3,226

資産合計 12,409 12,491

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,586 1,153

未払法人税等 554 152

その他 1,401 1,871

流動負債合計 3,541 3,178

固定負債

ポイント引当金 53 89

その他 103 138

固定負債合計 156 228

負債合計 3,698 3,406

純資産の部

株主資本

資本金 1,516 1,516

資本剰余金 1,456 1,456

利益剰余金 6,065 6,442

自己株式 △330 △330

株主資本合計 8,708 9,085

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3 △0

評価・換算差額等合計 3 △0

純資産合計 8,711 9,085

負債純資産合計 12,409 12,491
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(2) 【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
 至 平成22年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成23年４月１日
 至 平成23年12月31日)

売上高 10,753 10,840

売上原価 6,717 6,611

売上総利益 4,036 4,229

販売費及び一般管理費 2,578 2,608

営業利益 1,458 1,620

営業外収益

受取配当金 5 4

その他 5 5

営業外収益合計 11 10

営業外費用

コミットメントフィー 1 10

その他 0 0

営業外費用合計 2 11

経常利益 1,467 1,620

特別利益

ポイント引当金戻入額 26 －

その他 0 －

特別利益合計 27 －

特別損失

会員権評価損 － 3

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 24 －

その他 6 －

特別損失合計 30 3

税引前四半期純利益 1,464 1,617

法人税、住民税及び事業税 579 634

法人税等調整額 32 54

法人税等合計 612 689

四半期純利益 851 927
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
 至 平成22年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成23年４月１日
 至 平成23年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 1,464 1,617

減価償却費 413 393

ポイント引当金の増減額（△は減少） △29 36

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 24 －

会員権評価損 － 3

受取利息及び受取配当金 △7 △6

支払利息 0 0

売上債権の増減額（△は増加） 170 131

たな卸資産の増減額（△は増加） 120 50

仕入債務の増減額（△は減少） △500 △432

その他 265 639

小計 1,921 2,432

利息及び配当金の受取額 7 6

利息の支払額 △0 △0

補助金の受取額 103 76

法人税等の支払額 △833 △1,027

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,198 1,487

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △12 △37

無形固定資産の取得による支出 △179 △171

定期預金の払戻による収入 200 －

その他 9 △36

投資活動によるキャッシュ・フロー 18 △245

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △549 △550

その他 △8 △15

財務活動によるキャッシュ・フロー △557 △565

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 659 676

現金及び現金同等物の期首残高 4,192 5,782

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 4,851 ※ 6,458
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当第３四半期会計期間(自  平成23年10月１日  至  平成23年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

当第３四半期累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

  当第３四半期累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

 
  

  

 
  

  

 
  

  

【継続企業の前提に関する事項】

【会計方針の変更等】

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【追加情報】

当第３四半期累計期間 
(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

 第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

 

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成23年３月31日)

当第３四半期会計期間 
(平成23年12月31日)

 

※ たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

商品 222百万円

貯蔵品 9百万円
 

※ たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

商品 170百万円

貯蔵品 10百万円

(四半期損益計算書関係)

前第３四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当社の売上原価は、季節変動要因として第１四半期
及び第２四半期にガイドブックや補助金等の発生す
る割合が大きく、事業年度の第１四半期及び第２四
半期の売上原価と第３四半期及び第４四半期の売上
原価との間に著しい相違があります。 
 

当社の売上原価は、季節変動要因として第１四半期
及び第２四半期にガイドブックや補助金等の発生す
る割合が大きく、事業年度の第１四半期及び第２四
半期の売上原価と第３四半期及び第４四半期の売上
原価との間に著しい相違があります。 
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Ⅰ前第３四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末

日後となるもの 

 該当事項はありません。 

  

Ⅱ当第３四半期累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末

日後となるもの 

 該当事項はありません。 

  

  

  

  

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年12月31日現在）

現金及び預金 4,648百万円

有価証券 202百万円

現金及び現金同等物 4,851百万円

   
現金及び現金同等物とした「有価証券勘定」は「マ
ネー・マネジメント・ファンド」であります。 
 

 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成23年12月31日現在）

現金及び預金 6,255百万円

有価証券 203百万円

現金及び現金同等物 6,458百万円

   
現金及び現金同等物とした「有価証券勘定」は「マ
ネー・マネジメント・ファンド」であります。 
 

(株主資本等関係)

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日 
定時株主総会

普通株式 550 2,500 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日 
定時株主総会

普通株式 550 2,500 平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金
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金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。 

  

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。 

  

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

関連会社に関する事項 

関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

Ⅰ  前第３四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日) 

当社は、国内において企業の福利厚生代行サービスを中心とした会員制サービス事業を主な事業として

展開しておりますが、事業セグメントを集約した結果、報告すべきセグメントは会員制サービス事業のみ

であるため記載を省略しております。 

  

Ⅱ  当第３四半期累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日) 

当社は、主に国内における福利厚生代行サービスを中心に会員制サービス事業を展開しておりますが、

事業セグメントを集約した結果、報告すべきセグメントは会員制サービス事業のみであるため記載を省略

しております。  

  

  

  

  

  

(金融商品関係)

(有価証券関係)

(デリバティブ取引関係)

(持分法損益等)

(企業結合等関係)

(セグメント情報等)

【セグメント情報】
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１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及

び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。 

  

  

(１株当たり情報)

項目
前第３四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 3,869円44銭 4,212円02銭

    (算定上の基礎)

    四半期純利益金額(百万円) 851 927

    普通株主に帰属しない金額 ─ ─

    普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 851 927

    普通株式の期中平均株式数(株) 220,140 220,280

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 3,862円70銭 4,207円69銭

    (算定上の基礎)

    四半期純利益調整額(百万円) ─ ─

    普通株式増加数(株) 384 227

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
事業年度末から重要な変動があったものの概要

─ ─

(重要な後発事象)

２ 【その他】
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該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成24年２月７日

株式会社 ベネフィット・ワン 

取締役会  御中 

 

  
 

  

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ベネフィット・ワンの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第17期事業年度の第３四半期会

計期間(平成23年10月１日から平成23年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成23年４月 １日から平成

23年12月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャ

ッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半

期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半

期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表

に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ベネフィット・ワンの平成23年12月31日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

 
有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士    井   上    隆   司     印

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士    淡   島    國   和     印

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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